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はじめに

本稿では農山漁村や地方都市から大都市-の移

住者が､移住 した都市において同郷であることを

契機にして､出身地域における人間関係を再編成

して結成する都市同郷団体について､その生成と

変容の要因を考察していくことが目的である｡た

だし､ここで対象としている都市同郷団体は市町

村やそれよりも狭域の地域 (例えば旧行政村や自

然村などの集落)の出身者によって構成されてい

る団体である｡

古 くは､柳田囲男 [郷友会]や有賀喜左衛門 

[郷党]､宮本常- [郷土入会]らによって都市同

郷団体はとりあげられている｡ 神島二郎の著書で

ある 『近代 日本の精神構造』 (1961) においては

自然村出郷者が移住先の都市において擬制村を形

成するというように､近代都市において都市同郷

団体の存在が読みとれる｡ 都市同郷団体の実証的

研究が始まったのは 1968年に松本通晴が京都市

内で結成されている富山県の利賀村出身者による

京都利賀享友会 (松本 1968;松本 1971;松本 1985 

a)を調査 したのを皮切 りに､岐阜県高山市内に

おける岐阜県の自川村 出身者 (松本 1983)､東

京､阪神地区､沖縄における鹿児島県の加計呂麻

島西阿室出身者 (安斎 1981;小島 1983;田島 1982)

による同郷団体が調査されている｡ 更に､沖縄の

都市地域における ｢郷友会｣-同郷団体を調査 し

ている石原昌家や鯵坂 学､丸木恵祐､交野正

芳､森川真規雄､山本正和らによって都市同郷団

体の実証的研究が展開されてきている｡

本稿では都市同郷団体が生成され変容していく

背景となる都市化をキーワー ドに都市同郷団体に

ついて分析する｡ その際､農村からの移住者が移

住先の都市において都市的生活様式や価値観をと

りいれて内在化 していく個人のプロセスとして都

市化の概念を限定 してとらえる (小林 1987)｡そ

のなかで､都市移住者によって都市同郷団体が生

成され変容 していく要因を分析 し､さらに都市移

住者によって生成され変容していく都市同郷団体

のありかたをとらえる試みとして都市同郷団体に

おける社会的ネットワークを分析 していくことに

する｡ 

1.分析枠組の設定

し.ワース (1938)はアメリカの都市シカゴを

実験室と見なして､都市における特徴的な生活様

式をアーバニズムと規定し､その一方的な展開と

第二次的接触が優位となることを強調している｡

しかし､同郷であるというある種の第一次的接触

にもとづ く都市同郷団体の存在は､ワースのアー

バニズム論を反証するものである｡ だが､都市同

郷団体のように､出身地域における地縁的 ･血縁 
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的な関係にある第一次的接触にもとづ く関係が再

編 ･再形成されつつ一定の機能を果たしていると

いうことは､ワースが指摘 したような第二次的接

触が優位 となるというように都市が大衆社会化 し

たから故に都市生活において家族 ･親族 ･家郷 ･

集落 ･友人などゲマインシャフト的第一次集団が

不可欠であるととらえられる｡ つまり､ワースの

アーバニズム論を単なる大衆社会論的 ｢解体説｣

として批判することは検討を要するのである (鈴

木広 1987)｡ 

H.∫.ガンスはワースのアーバニズム論を批判

し､その著 書 であ る THE URBAN VILLAGERS 

(1982)によってイタリア系移民がアメリカのボ

ス トンの旧市街地であるウエス ト･エンドのスラ

ムにおいて仲間集団社会 (thepeergroupsociety)

を形成 し､彼らの移住先での生活様式が出身地域

における生活様式と類似 していたことを報告 して

いる｡ H.∫.ガンスによれば､仲間集団社会 (the 

peergroup society)を形成 したのは彼らが自由に

選択 した結果ではなくアメリカへ移住 してもウエ

ス ト･エンドにおけるイタリア系移民が占める階

級は出身地域で占めていた階級と変わらなかった

からであり､移住先において生活様式が出身地域

の生活様式と類似 していたのは出身地域における

文化など個人の属性 によるといえる｡ この H. 

∫.ガンスの調査から考えてみれば都市同郷団体

が生成されるのは次のように考えられるであろ

う｡ 都市同郷団体が生成されるのは都市移住者が

自由に選んだ結果ではなく住み慣れない環境に適

応 していくために､移住先において都市移住者が

占める階級 ･階層により制約された中で出身地域

における文化という要因が加わって都市移住者が

どのような生活様式を確立するのかについての選

択をした結果であると考えられる｡ 

C.S.フイシヤー (1975, 1995)は､ワースの

アーバニズム論とガンスの述べるような批判を結 
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びつけて､アーバニズムという用語によって ｢都

市｣そのものを指 し､都市が農村と異なるのは､

人口の集中性から通念にとらわれない下位文化の

生成が促進されていく点にあるとする下位文化論

を提唱した｡それを再構成 した松本 康は､社会

的ネットワークの形成と下位文化の生成を結び付

けて､社会的ネットワークの形成原理について､

次にあげる一定の機会一制約のもとで合理的な選

択をした結果であるととらえている｡ 

a)構造的制約 :社会 ･経済的地位､ライフステ

ージ､性別､エスニシティ､などの社会的な

地位一役割構造を意味する社会構造上の位置

による制約/機会｡ 

b)生態学的制約 :物理的なアクセスによる制約

/機会｡

つまり､人口の集中性から都市には多様なライ

フスタイルが存在する｡ また､それを共有する人

口が臨界量に達 しやすいことから､｢専門店｣型

の多様な社会的ネットワークが形成される｡ そこ

で､一定の機会一制約の範囲が広がれば､社会的

ネットワークの分化が顕著になる｡ 都市おいて

は､接触可能な人口量の大きさゆえに､人との物

理的アクセスなど生態学的な制約が縮減されるの

で､社会的ネットワークは多様化する｡ その多様

な社会的ネットワークを基礎にして多様な下位文

化が生成されるのである｡ (松本康 1992pp.33-68)

下位文化論にもとづいて都市同郷団体について

考えてみれば次のことが想定できるであろう｡ 農

村においては血縁的 ･地縁的秩序が強かったが､

都市では種々雑多な階層や職業集団が居住 し､流

動化が激 しく､血縁的 ･地縁的秩序の形成は一般

的に困難である｡ そのことから都市移住者は移住

先の都市に適応 していくために一定の機会一制約

のもとで出身地域における血縁や地縁などの社会
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的ネットワークを選択 し､その社会的ネットワー

クに媒介された都市的なもの (支配文化)に対す

るムラ的なもの (下位文化)である都市同郷団体

が生成される｡ 都市においては人口の集中性から

同郷者の人口が出身地域から持ち込んだムラ的な

もの (下位文化)を維持するのに十分な人口量 

(臨界量)に達 しやすい｡そのことから､都市移

住者が持ち込んだムラ的なもの (下位文化)は強

化されて都市的なもの (支配文化)と共存 し､両

者が相互浸透 していくものととらえられる｡ また

社会的共同消費手段などが整備されて都市移住者

が移住先に適応 していくにつれて､都市において

は多様なライフスタイルが存在することから農村

よりも多 くの社会的ネットワークが選択できる｡

そのなかで都市移住者は同郷者以外の同類の者を

見つけて多数の社会的ネットワークを形成 し､都

市移住者はそれらの社会的ネットワークに分属 し

ていき､そこで自らの出身地域における経験を対

象化するであろう｡ また同時に都市同郷団体が都

市移住者の生活の中に占める比重は低下 してい く

というように都市同郷団体は変容 してい くと考え

られる｡ つまり､都市同郷団体が生成され変容 し

ていく過程において都市 と農村 との相互浸透が生

じているととらえられる｡ 都市一農村関係につい

て､米山俊直 (1981)が文化競合の視点から､都

市 と農村の文化要素は相互に影響 しあってお り盆

･正月の里帰 り現象など双方の相互関係は深いと

し､相互補完的性格をそなえている都市社会と農

村社会を一つにまとめてとらえる必要性を提起 し

ている1)｡鯵坂 学 (1995,1997)は､現代の地

域社会の動向を総体的都市化 として把握するだけ

でなく､都市 と農村 との相互浸透あるいは混住化

の側面も位置付けたいとし､都市同郷団体をとら

える一つの視点 として､都市一農村関係の ｢相

互｣浸透の一側面としてとりあげることを提起 し

ている｡

しかし､ここで提示 した分析枠組において考慮

しなければならないことはムラ的なもの (下位文

化)を維持するのに十分な人口量 (臨界量)につ

いてである｡ 同郷者の人口の集積が増大 してくる

ことにより､都市同郷団体の会貞共同の会館が設

立されるなど組織 として都市同郷団体が発展する

ことは考えられる｡ しかし､現に 7人で結成され

ている都市同郷団体 (関東八千浦会) 2)の事例があ

ることから､ただ単に同郷者の人口集積だけで都

市同郷団体が結成されるととらえることはできな

いのである｡ 祖父江孝男は東京において､大阪､

京都､兵庫の三府県が県人会を持っていないこと

について ｢これらの三府県には都市化 された地域

が多 く､ したがってものの考え方 も大幅に個人主

義化 してしまい､それに第一､職業の種類 も千差

万別 となって､同郷人同志がそれほど親近感を持

たず､互いに顔を合わせあおうなどという気持ち

もないというのが主な原因だろうという気がす

る｣(1971p.ll)と述べていることから､都市同

郷団体が結成されることにおいても､出身地域に

おける都市化の程度や人間関係における結合様式

が要因として考えられるであろう｡ 都市同郷団体

が結成されるのは移住先 とのローカリティの問題

であり､出身地域における方言､慣習や習俗､行

為の様式 としての文化などによる出身地域 と移住

先 との差異に加えて学歴や階級 ･階層により一定

の機会一制約 を受けた人びとの ｢下位文化的実

践｣(松本康 1995pp.ト9 0)であ る とい える｡ ま

た､都市同郷団体が結成されるにはリーダーシッ

プのとれる人物が同郷者の中に存在することが重

要であるだろう｡ さらに､ある特定の地域に同郷

者の人口が集積 して同郷者が､その地域の中で大

多数を占めるケースを考えなければならない｡石

原昌家 (1986pp.30-35)は沖縄において米軍に

よる軍用地確保の土地接収によって移動を余儀な

くされた宜野湾市字宜野湾の住民をとりあげて次 
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のようなことを報告 している｡ その事例では､か

っての居住地 (現在の普天間基地)から一部地主

の農地であった現住地に旧宜野湾部落住民の大部

分が移住 したことにより､旧宜野湾部落住民-宜

野湾区民となり旧部落住民が自治会活動をおこな

っていたことを報告 している｡ しかし人口流入に

より旧宜野湾部落住民-宜野湾区民から宜野湾区

住民の過半数を ｢他所者｣が占めるようになると

旧宜野湾部落住民の共有の財産 (かっての字有地

に対する軍用地料)､伝統的文化行事の継承と文

化遺産の管理 ･保存のために旧宜野湾部落住民が

郷友会-同郷団体を結成したという｡ また北海道

の開拓使を照らし合わせると､新十津川町のよう

に移住先において同じ出身地域のものによる開拓

団という一つの団体から町を形成していくという

場合もあると考えられるであろう｡ 本稿において

は都市同郷団体の生成と変容の要因を一般化する

前提として､京都､大阪において石川県小松市､

同加賀市出身者の公衆浴場業者によって結成され

ている都市同郷団体の生成と変容についてとりあ

げる｡ その際､分析枠組として､松本 康により

再構成された下位文化論を援用する｡ その中で､

まず､農村から都市移住者に課せられた移住先の

都市における生活条件に焦点をあてて都市同郷団

体の生成と変容の要因を分析 し､都市同郷団体の

ありかたをとらえる試みとして都市同郷団体にお

ける社会的ネットワークを見ていくことにする｡ 

2.出身地域について

本稿で分析する事例とする京都､大阪における

都市同郷団体の会員は石川県小松市､同加賀市の

中でも主に小松市南部と加賀市の北部の一部を含

む､柴山潟 (1952年の国営事業で一部干拓)､今

江潟 (1952年の国営事業で全面干拓)､木場潟の

沿岸地帯の農村出身者 (図 1で囲んでいる町)で

ある｡ 何故､この地域に多 くの移住者が出て公衆 
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浴場業に集中したのかについて少し考えていきた

いと思う｡ まず偶然的な要素であるが､この地域

に京都､大阪の公衆浴場業界に入り込んで成功 し

たパイオニアがいたということである｡ つまり京

都､大阪の公衆浴場経営で成功 したパイオニアに

導かれて連鎖移住 (hi gaincanMirto)によりこの

地域からの移住が促進されたといえるであろう｡

また公衆浴場業は日銭商売であり､営業面におい

て客との駆け引きはあまり必要なく 1ケ月程で公

衆浴場業の仕事が習得できたことである 3)｡つま

り､仕事における技術の問題において､技術の習

得が短期間で公衆浴場業界に参入できたことと､

一般家庭に自家風呂が普及していない時代に衛生

面で公衆浴場は人々の日常生活において需要があ

ったことが､移住者が公衆浴場業へ集中する要因

の背景としてあったと考えられる｡

移住を促進させた条件について考えてみると､

この加賀三湖 (柴山潟､今江潟､木場潟)の湖沼

の周辺は低湿な水田であり豪雨のさいには沿岸低

地一帯が湛水する｡ その湛水期間は 10数日に及

ぶことも珍 しくなかったという 4)｡そのことによ

って､古 くは 3年 1作ともいわれ､長い間､水に

苦しめられた地域であり北海道の開拓使を多 く出

している地域である｡ 小松市の市勢要覧 24年版

によると小松市の農業の実態は零細農家が多 く､

耕地が不足 しているために全農家中過半数が兼業

農家であるという｡ つまり移住者が出た当時､こ

の地域における農村社会は農地を拡大させて個人

の資産を増大させることが困難であり地域内では

個人の社会的上昇移動がなかなか図れない社会で

あったと考えられる｡ そのような出身地域におけ

る条件が個人の社会的上昇移動を図るために京

都､大阪の公衆浴場業界への進出を促進させたと

いえるであろう5)｡

また､この地域は農閑期に出稼ぎがよく行われ

ていた地域である6)｡その出稼ぎが行われている
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中で生活手段をこの地域から外部の都市に移

せる体制はできていたと考えられる｡ つまり行さ

社会は一定の地域において人々の基本的な労農村

生活サイクルが完結する社会である｡ しかし働 ･

･商品経済が浸透することにより農村におけ貨幣

存維持経済を基調とする伝来的生産 ･生活構る生

ゆきぶられる (森田 1994)｡そのような条件造が

か出稼ぎが行われる｡ その出稼ぎをしていたのな

中から公衆浴場業界に参入する人達が出てく人の

その移住者が公衆浴場業界に参入して成功する｡

とによりパイオニアとなる｡ るこそのパイオニアの影

図 1

rto)がひきおこされたと考えられるであろi一gain

うまた､この地域は絹織物の伝統的生産地域｡

り､その零細工場が多い地域である｡ この地であ

機業者や組合は京都 ･大阪の商社と直結して域の

ということから､対象とする都市移住者の出いた

域と京都､大阪との連関が形成されていたと身地

られる｡ 1897 (明治 30)年には北陸線が開考え

ており交通の便がよかったことから京都､大通 し

響により､この地域においていて連鎖移住 いたと考えられ(can阪へる｡の労働力移動に弾みがつ hiM 
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次に､どの出身階級 ･階層が移住 して大阪都市

圏の公衆浴場業界-進出したのかについて考えて

みることにする｡ まず､公衆浴場業界に参入する

には 2つのケースがある｡ 一つは釜たきとして雇

ってもらい､そこで公衆浴場を創業する資金を貯

めるケースである｡ もう一つは､これは戦前にお

いて主であったと思われるが地主が浴場の賃貸業

をしており､その地主から浴場を借 りて経営 し､

そこで資金をためて自己が所有する浴場を経営す

るというケースである｡ つまり 1917(大正 6)午

頃から､この地域の出身者が大阪都市圏の公衆浴

場業界へ進出してくるのであるが､この頃に公衆

浴場業界へ参入 した人は主に釜たきから始める

か､借 り風呂経営から始めるかのどちらかであっ

たと思われる｡ この移住の両者のケースにおい

て､借 り風呂経営から始めるケースの方が釜たき

から始めるケースよりも移住者の出身階級 ･階層

は上層であったと考えられる｡

敗戦直後にはインフレ対策として実施された地

代 ･家賃の統制や土地 ･家屋の税負担の増大によ

り貸家経営者は採算割れによる経営難から浴場を

手放 していくようになる｡ そのことから戦後､公

衆浴場業界に参入していくのに自己所有の浴場経

営をするケースが多 くなったと考えられる｡ そこ

で､この地域から公衆浴場業へ進出してきた出身

階級 ･階層 について､戦争をはさんで 1917(大

正 6)年頃から始まる移住 と戦後から始まる移住

の二つに分けて考えなければならないであろう｡

その理由は戦後において浴場業界に参入するのに

初めから自己所有の浴場経営をするというケース

が多 くなるということから､このケースでは浴場

経営に進出するのに借 り風呂経営から始めるより

も多額の資本が必要であったと考えられる｡その

ことから､高度経済成長という状況の中における

第一次産業の衰退という要因も含んで出身地域に

おける移住者の出身階級 ･階層は 1917(大正 6) 
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年頃から始まる公衆浴場業への進出よりも､戦後

から始まった公衆浴場業への進出の方が公衆浴場

経営へ進出していく出身階級 ･階層はさらに上層

の出身階級 ･階層にまで広がった可能性がある｡

また家族上の地位において世帯主が移住 して公衆

浴場業界へ進出してくるケース 7)､挙家離村 して

公衆浴場業界-進出していくケースも考慮にいれ

なければならない｡

また挙家離村となる場合､相対的に資産を持っ

ている人は家屋敷地や田畑を売却 して大阪の公衆

浴場業界へ進出したが､相対的に資産をあまり持

っていない人の場合は豆腐屋を経営 している人が

多いという｡ その中で公衆浴場業に比べて創業資

金があまりかからない豆腐屋を始めて､そこで資

金をためて公衆浴場業-進出していくパターンも

あるということである｡ そのことからも都市移住

者の出身階級 ･階層により移住のパターンが異な

ってくることがうかがえる｡

学歴について見れば､地元の郷土史家の話では

昭和 35､6年以前において対象となる地域の一つ

である串町において 500人のうち約 6割は新制中

学校を卒業して就職 しており､高等学校へ進学す

る人は少なかったということである｡ 新制中学校

を卒業 し就職 していく際において大阪へ就業移動

するのに公衆浴場業を経営 している親類の ｢っ

て｣がある次 ･三男は､まず釜焚きとして公衆浴

場業界へ入 り込む｡しかし公衆浴場業を経営して

いる親類の ｢って｣がない場合､大阪へ就業移動

するのに豆腐屋へ行ったということである｡

この地域から移住者が多 く出て公衆浴場業に集

中した要因について､これから調査 していかなけ

ればならない課題が多 く､移住者の時代設定と出

身階級 ･階層設定をしていく必要がある｡ また移

住について考えていくのに肉体労働に参入してい

くケースと本稿でとりあげているように直接､都

市自営業に参入していくケースとに分けて考えて



いかなければならないであろう｡移住者の個人の

属性としてライフサイクル､家族上の地位も考慮

にいれる必要がある｡ 本稿では仮説の域を出ない

ものであることから移住についての先行研究を検

討 していき今後の課題としたい｡ 

3.移住先の都市の条件と都市同郷団体の

生成と変容 

- 加賀浴友会を事例にして -

この節においては加賀浴友会を事例にして移住

先の都市における条件に焦点をあてて都市同郷団

体の生成 と変容について考察 してい くことにす

る｡ 出身地域は先程､地図で示した地域である｡

都市同郷団体研究の中で､事例としてとりあげる

加賀浴友会は都市同郷団体である上に同業者団体

であるという性格を持つことに着目する必要があ

る｡ 戟前において北進会 [現在､北友会]､加賀

親友会､諏訪会という 3つの都市同郷団体が結成

されていたが､加賀浴友会の記念誌や聞き取 りに

よれば戦後の 1949 (昭和 24)年に大阪府下で浴

場業を経営する小松市矢崎町 (10名)､同串町 

(2名)､同今江町 (1名)出身者の公衆浴場業者

と､同矢崎町出身の府会議員の 1名を含む総勢 14

名が集まって加賀浴友会が結成されたということ

である｡ 矢崎出身である Y.Kg氏､ Y.Kg氏の

従兄弟であ り小学校の同期で もある K.On氏 

(矢崎出身)と串出身である M.Me氏が中心にな

って種々の協議を重ね大要について合意を得たこ

とから Y.Kg氏が作成 した会則の原案が賛同さ

れて 1949 (昭和 24)年 1月 18日に Y.Kg氏の

宅で加賀浴友会の発会式が行われたという｡ 初代

会長には Y.Kg氏が選任されている｡入手 した

資料の中で初期の会則を見てみると､会の目的と

して ｢本会は大阪府 ･市に居住する加賀地区出身

同業者､若しくは賛助者を以って組織 し､会員相

互の親睦､融和を図り､併せて斯業の興隆 ･改善
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に努めます｣(大阪 加賀浴友会 創立三十五周

年記念)と記されている 8)｡

加賀浴友会の会月数は結成されてから急速に増

大しており 1950 (昭和 25)年の会員数は 79名､ 

1959 (昭和 34)年に会員数は 250名に達 し､現

在の出身地域の範域の出身者にまで広がっていっ

たということである｡ 加賀浴友会の創立 20周年 

(1968年)の時には加賀浴友会館を会員の共同出

資で建設することが計画されたが浴場経営が斜陽

の時代に入ったために会館を建設する計画は中止

されている｡ 加賀浴友会が結成されてから各々の

集落の出身者が増えてくると､それぞれの集落ご

とに会が結成されるようになる (図2参照) そ｡

の集落ごとの下位単位の会が結成されると下位単

位の会に先に入会してから加賀浴友会に入会する

ようになったという｡ 特に公衆浴場業の経営者で

ない場合､下位単位の会には入会しているが加賀

浴友会に入会していない人もいる｡

まず加賀浴友会の活動を見ていくことにする｡

会としては同郷者の親睦を深めることは勿論のこ

と､融資事業 (頼母子講)と火災の共済を中核と

している｡ 会の活動は､月一回､大阪市北区にあ

る太融寺で親睦と情報交換の場である定例集会が

頼母子講を兼ねて開かれている｡ 加賀浴友会の年

中行事 として郷土訪問を兼ねた春の懇親総会､ 1

月に新年懇親総会が開かれている｡ また創立 10

周年または 5周年ごとに故郷にある精一のホテル

で加賀浴友会の創立記念式典を催 している 9)｡今

午 (1998年)の 5月 27日に開かれた加賀浴友会

の創立 50周年記念式典には石川県知事や大阪府

知事､大阪市長､小松市長から祝辞 (全て代理に

よって読まれた)が送られ大阪府議会議員や守口

市市長､守口市議会議員､堺市市議会議員､北囲

銀行頭取､石川銀行頭取から祝電が送 られてい

る｡ また､祝宴の時には石川県知事が直々に祝辞

を述べにきている｡ 出身地の町内会長も招いてお 
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図 2 加賀浴友会の構成

加賀浴友会 : 1949(昭和 24)年に結成 [1998(平成 10)年 5月 27日の時点で会員数 304名] 
(旧集落)

27)年に結成｢…三三町
①大阪北進会 (戦争により自然解散)

1922(大正 11)年に結成 1944(昭和 19)午

②加賀親友会 (戟争により解散)

①大阪北友会

1952(昭和

②加賀親友会

1922(大正 11)年に結成 1944(昭和 19)午 1953(昭和 28)年に結成

③矢崎町 (彰諏訪会 (終戦後一時中断) ③諏訪会 

松 1937(昭和 12)年に結成 1956(昭和 31)年に再興

④今江町 ④小松銀窓会 

1956(昭和 31)年に結成

⑤向本所町 ⑤向友会 

1965(昭和 40)年に結成

(む大阪日末会 
aL ⑥ 日末町 1955(昭和 30)年に結成

I

加 (∋柴山町 ⑦柴山親友会 

I 1948(昭和 23)年に結成

賀 ⑧潮津町 ⑧潮津会

l

市 ⑨片山津町 ⑨加賀浴親会 
- 璽璽

(大阪加賀浴友会 1998『創立 50周年記念誌』から作成 )

り､加賀浴友会の創立 50周年式典のプログラム 者という二種の業種が主流で構成されている｡ 大

では加賀浴友会の会員であっても下位単位の団体 阪府下全体の公衆浴場において加賀浴友会の会員

の会長は来賓として名前が連ねられている｡ の公衆浴場が占める割合は 160 (97年の時.% 19

次に加賀浴友会に関連する組織の構成を見てい 点)､一方､能登互助会の会員の公衆浴場が占め

くことにする｡ まず公衆浴場業者の同業者組合と 24 (96年の時点)である1) (表 3る割合は 2.% 19 0

して大阪府公衆浴場業環境衛生同業組合がある｡ 参照)｡

その同業組合の理事長である N氏からの聞き取 また関西石川県人連合会があり､加賀浴友会の

りによれば組合加入率は 99% である｡ また同組 会員における下位単位の団体と能登互助会の会員

合加盟の浴場業者は 1970年の 2346軒がピークで における下位単位の団体から各々が関西石川県人

｡あったという (毎日新聞 [夕刊] 1991.5.28) 連合会に役員を選出している (図 4参照)｡

公衆浴場業界において加賀浴友会の他にもうー 都市移住者により加賀浴友会が生成された背景

っ石川県の能登地域出身者の都市同郷団体である として､学校や職業安定所を通 した就職斡旋シス

能登互助会がある｡ 能登互助会は 1952 (昭和 27) テムが整備されていなかったということが考えら

年 5月 24日に結成された都市同郷団体である｡ れる｡ 社会的上昇移動の手段 として､ここで事例

1996年の時点において会員名簿によれば､能登 としてあげている都市移住者は農村から都市自営

互助会の会員数は 986名である｡ 加賀浴友会の会 業者層-参入 していくのに既に移住 している血縁

員は主に公衆浴場業の経営者で構成 されている や地縁などが新 しく移住 してきた同郷者に浴場業

が､能登互助会では豆腐屋の経営者と浴場の経営 の習熟や創業資金の互助､親睦などの世話をする
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図 4 加賀浴友会の関連団体の構成
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において背景としてあった｡iontgra

69

hica( nMi )により公衆浴場業界

へ参入している｡ 1 6 (昭和 4

された大阪府公衆浴場業環境衛生同業組合による 会という都市同郷団体が生成された要因を分析 し

調査によれば､公衆浴場業の従業員の雇用経路に てみると次のように考えられるであろう｡ まず公

連鎖移住 

1)年 10月に実施 そのような都市における条件のもとで加賀浴友

おいて知人 6(4%)､縁故 55.(3 %)を占めるこ 衆浴場業には多額の創業資金が必要であったが､

iontgrahica

とが報告されている｡ 銀行からの融資が受けられなかった｡このような

また移住先においても大都市の拡大と郊外化の 経済的な面における制約があるなかで､公衆浴場

進行による人口の増加と空間的分散により新規に 業界に参入していくのに地縁原理を拡大して結集

浴場を開店することが可能であったという連鎖移 して資金を工面しあうようになる｡ つまり加賀浴

( nMi )を促進させる要因が移住先 友会は経済的領域において手段的 itns( mme l)tna住 
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な意味合いを持っていたのである｡

また先述 したことであるが､敗戦直後のインフ

レ対策の一貫として実施された地代 ･家賃の統制

や土地 ･家屋に関する税負担の増大により貸屋経

営者は採算割れによる経営難や生活一難から貸屋を

手放 していくようになる｡ そのような条件下にお

いて戦前､借 り風呂から次第に自己所有の浴場を

経営していくというパターンから､浴場業をはじ

めるのに最初から自己所有の浴場を経営していく

というケースが多 くなったと考えられる｡ 従って

創業資金は借 り風呂から始めていた頃よりも多額

になる｡ そのことから戦前においては加賀浴友会

における下位単位の都市同郷団体 (図 2参照)は

存在していたが戦後になって加賀浴友会のような

範域の団体が形成されたと考えられる｡

さらに戟後､国民の保健衛生上重要な施設であ

る公衆浴場に関する法律 として ｢公衆浴場法｣ 
(1948 (昭和 23)午)が制定されている｡ 公衆浴

場の入浴料金は ｢物価続制令｣(1946 (昭和 21)

午)の適用を受けており､その権限は､厚生大臣

から現在､都道府県知事が掌握している｡ そのよ

うな規制が敷かれているなか､公衆浴場業界へ参

入するのに地縁原理を拡大して同郷者集団への凝

集力を強め､加賀浴友会の会貞から大阪府公衆浴

場業環境衛生同業組合の役員を選出する｡そのこ

とにより加賀浴友会が大阪府下における公衆浴場

業界に占める地位を大きくし､その後の展開のな

かで浴場経営の改善のために政治家との接触が図

られるようになる｡ つまり､加賀浴友会は政治的

領域においても手段的 (instmmental)な意味合い

を持っていたのである｡

また公衆浴場の立地について大阪府公衆浴場法

施行条例により市の区域では 200m､その他の区

域では 250mの施設の間隔を必要とするという

距離制限がある｡ その公衆浴場の立地における距

離制限により公衆浴場業を経営する同郷者は互い

に分散 しなければならないことから､大衆社会化

している都市社会の中で同郷者の間で交際と情報

交換の場が強く求められたことも考えられるであ

ろう｡

加賀浴友会における会貝の都市生活の特徴はよ

り高収益の公衆浴場があれば､そこに移動 し､自

分が今まで使っていた浴場が好物件であれば親族

など同郷の者に売却するか貸 し出していることで

ある｡ 一般的に社会的上昇移動に伴い､居住地が

自由に選択できる範囲は広がり要求どうりに生活

様式が確立できる範囲は広がる｡ しかし公衆浴場

業は主に家族経営であり職住未分離であるために

彼らの居住地の選択は浴場経営の利益が優先され

ることになる｡ 例えば､どのような生活様式を確

立するのかという要求において郊外へ移動 したい

としても､浴場経営において､そこがどれだけの

利益を産み出すかによりインナーシティにとどま

らなくてはならないことがあるであろう｡ 先述し

た公衆浴場の立地における距離制限によっても居

住地の選択は規定されてくることから､それらの

ことによって彼らが要求どうりに生活様式が確立

できる範囲は規定されると考えられる｡ 従って移

住先の都市において加賀浴友会の会員またはその

家族において親族など同郷者とのつながりは強い

ことが想像できる｡ その上､自営業者層は勤務者

層のように社縁といった職場での同一性が困難で

ある (同橋 1987,1990)｡つまり､加賀浴友会の中

では､職業上の交流においてソーシャル (social

･sozial)な関係が働いているのである｡

次に加賀浴友会が変容していく要因について分

析 してい くことにする｡ まず 1955 (昭和 30)午

頃になると､信用金庫や相互銀行が公衆浴場業を

融資の対象にするようになり公衆浴場業の経営者

は次第に銀行からの融資 も受けられるようにな

る｡ さらに行政の側から公衆浴場業に公的な助成

が行われ､改築の際には安い融資制度が利用でき 
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るようになった｡加賀浴友会の会員のなかには資

産の増大により個人で銀行からの融資が受けられ

るようになった人も出てくる｡ つまり浴場経営の

資本の援助という経済的な側面において加賀浴友

会は都市生活における適応組織 としての手段的 

(instmmental)な意味合いを低下させたととらえ

られる｡

また銀行が浴場業を融資の対象にしだすと地元

銀行 (北国銀行)を取引先に指定 して会員がまと

まって積み立て貯金をすることにより､それを共

同担保にして会員が融資を受けられるという小松

兼六会が結成される｡ つまり銀行からの融資が受

けられるという公衆浴場業の経営条件の変化によ

り､加賀浴友会における経済的領域における手段

的 (instmmental)な意味合いを持つ機能と役割は

独立して展開していったととらえられる｡ 加賀浴

友会において行われる頼母子講は銀行への積み立

て貯金に変わり､その利得で会を運営 していくと

いうように主に会の運営のために行われるように

なった｡

さらに移住先の条件の変化として日本の高度成

長とともに各家庭に内風呂が増え出したことであ

る｡ そのような都市における状件下で､公衆浴場

業界は 1965年代から景気に陰 りが見え始める｡ 

1965年代中ごろから公衆浴場業の廃業や転業 も

出始め､ 1973年のオイルショックを機に冬の時

代に突入し東京､大阪ではオイルショック以降､

新築された浴場はないということである (北国新

聞 1991.1.26)｡

公衆浴場業が好況である時代が過ぎ､加賀浴友

会においては新たな移住者第一世代の会員の補充

は見込めないばかりか､公衆浴場業を廃業する人

やマンション業やホテル業へ転業 していく人も出

てくる｡ なかには移住者第一世代の社会的上昇移

動による移住者第二世代の学歴の上昇に伴い､移

住者第二世代にとって浴場業は魅力的ではなくな 
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り浴場業を廃業 したところもある｡ それらのこと

によって､加賀浴友会の会員数は現在､ 361名 

(1983 (昭和 58)午)から 305名 (1998年 5月 27

日時点)に減少している｡ 

3.都市同郷団体における社会的ネットワ

ーク

この節では都市同郷団体における社会的ネット

ワークについて事例をあげて分析 していく｡ マク

ドナル ド夫妻 (1963, 1964)はアメリカへ移住 し

てきたイタリア南部の移民において新 しく移住 し

てきた者の就職 ･住居の世話を先に移住 している

親族や友人がするという連鎖移住 (chain Migra-

tion)について言及 し､移住者の定住 に､親族や

友人が大 きな役割を果たしたことを指摘 してい

る｡ また T.K.ハ レーブン (1982-1990)も 19

世紀から第一次世界大戦を通じてマンチェスター

市 (ニューハンプシャー州)に存在 した世界最大

の織物会社であるアモスケグ社で働いていた移住

労働者を事例にして､新 しく移住 してきた者の職

の斡旋や住居の提供など先に移住 している親族が

世話をして移住者の定着を援助 していたことを報

告 している｡ T.K.ハレーブンは農村から工場都

市に引き継がれた遺産である親族の連帯性という

原則とその慣行が農村出身者が産業的環境に適応

するのに何よりも重要であったと指摘 している｡

日本においては､藤見純子 (1980)が血縁や地

縁を主な契機 とする人口移動について論 じてい

る｡ 関 孝和 (1990)は移住先における親族の存

在が都市移住を促進させるということを述べてい

る｡ 日本の近代都市において自然村出郷者が形成

する擬制村について神島二郎 (1961)によれば､

擬制村には家郷を軸心とするものと､母校を軸心

とするものがあるという｡ 都市同郷団体は家郷を

軸心とするものであると考えられるが先行研究に

おいて都市同郷団体における社会的ネットワーク



について明確 にとらえられたことがない｡そこ

で､この節においては事例をあげて都市同郷団体

のありかたをとらえる試みとして､その社会的ネ

ットワークを見ていくことにする｡

事例にあげる都市同郷団体を紹介すると一つ目

は京都府下において同郷の公衆浴場業者により結

成 されている日末会 (1998 (平成 10)年 6月に

解散)と三つ目は先述 した大阪府下における同郷

の公衆浴場業者を中心にして結成されている加賀

浴友会の下位単位の団体である向友会である｡ 聞

き取 りから日末会の方は 1997年度時点における

全ての会員をとらえることができたが向友会の方

は全ての会員をとらえることはできなかった｡両

方のデータともに判明した分だけ提示 しているの

であるが都市同郷団体における社会的ネットワー

クについて､いくらかの傾向はつかめることがで

きた｡

まず､京都府下で結成されていた日末会 【事例 

1】についてである1 1)｡日末会は京都において公

衆浴場業を経営する同郷者により1950 (昭和 25)

湯浅 :都市同郷団体の生成と変容

年頃に結成されたという｡ 聞き取 りでは戟前に京

都の公衆浴場業界に出てきている人もおり最も多

くの会員がいたのが 1965 (昭和 40)年頃で会員

数は 20名であった｡日末会の活動は毎月一回､

例会と頼母子講とを行い､年に一回､新年会を行

っていたという｡ 出身地である小松市日末町は市

町村合併により小松市に合併するまでは石川県能

美郡御幸村宇目末という自然村であったと考えら

れる (図 9参照)｡

表 5･図 6より日末会の会貝を見ていくと､京

都の公衆浴場業界への進出は主にまず石川県の石

川県江沼郡那谷村滝ケ原 (1955 (昭和 30)午)

に小松市に合併 して現在は小松市滝ケ原町)の大

規模な農家であった st家を基点にして血縁 ･姻

戚関係､地縁を ｢って｣にして京都の公衆浴場業

界へ進出してきたことが分かる｡ この St家 とい

うのは､子供には女性が多 く､その婿には資金援

助をして､京都などで公衆浴場業をやらせていた

という｡ st家は日末町に在住 していたわけでは

なく日末町出身者とは地縁関係ではないが､⑲T.

表 5 【事例 1】月末会の会員 (月末会の総会員数は 1997年度の時点で 15名) 

①S.Nd (小松市 日末町出身) 父親が石川県江沼郡那谷村滝 ケ原 (1965 (昭和 30)年 4月 1日に小松市に合併

して現在､小松市滝ケ原町)の大規模な農家である St家を頼って移住

②E.Mt (小松市 日末町出身) 母親の実家が① S.Ndの家 (①の父親を頼って移住)

③M.Ak (小松市 日末町出身) 母親が( ∋S.Ndの父親の従姉妹 (①の父親を頼って移住) 

④Y.Am (小松市 日末町出身) ①S.Ndの祖父の弟 ((丑の父親を頼って移住) 

⑤Y.Mb (小松市 日末町出身) (∋S.Ndの父親の知人 (①の父親を頼って移住) 

⑥S.¶ (小松市 目末町出身) ①S.Ndの家が 日末にいた時の隣人 (①の父親を頼って移住) 

( . ( ① SNdの父親の知人 ①の父親を頼って移住)∋G Ki 小松市 日末町出身) . (

⑧T.My (小松市 日末町出身) ① S.Ndの父親 と⑧T.Myの父親が小学校の友人 (①の父親を頼って移住)

⑨A.Ky (小松市 日末町出身) 母親の実家が( ∋S.Ndの家 (①の父親を頼って移住)

⑲T.Mb (小松市 日末町出身) 父親が自身の母親の実家である滝ケ原の大規模な農家である Stを頼って移住

⑪Y.Mn (小松市安宅町出身) 母親が⑲T.Mbのオバであ り日末町出身 

⑫H.Mi (小松市 日末町出身) ⑲ T.Mbの父親の知人

⑬ S.Nk (小松市 日末町出身) 母親の弟である公衆浴場業を経営する日末町出身の T.Yd (⑲ と(丑と同様に滝ケ

原の大百姓である St家を頼って移住)を頼って移住 

⑭K.Ni (小松市 日末町出身) ⑬ S.Nkの兄 (大阪から､弟である⑬ S.Nkを頼って京都へ移住)

⑮Y.Eb (小松市 日末町出身) 姉が嫁いでいる石川県江沼郡那谷村菩提 (1955年 (昭和 30)年に小松市に合併

して現在､小松市菩提町)出身の Mo (公衆浴場業)を頼って移住 
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図 6 日末会会員の ｢って｣の社会的ネットワーク 

② ③ ① ⑤ St＼ 
Mb氏の父親の母親が st家か ⑥ ⑦ ⑧ 

いる｡ そのことから⑲T.M ら嫁入 りしてきて

により st家を頼って京都の公b氏の父親は姻戚関係

ているということである｡ また 衆浴場業-進出し

へ嫁入 りしてきた⑲T.Mb氏 st家から日末町

st家の一番下の息子が日末 の父親の母親の他に 

お り､st家は日末町におい町出身者と結婚 して

て姻戚関係がある｡このように大規模な農家であった St

における姻戚関係のつながりから日末家の日末町

S.Nd氏の父親や T.Yd氏も滝ケ原の 町出身の( ∋ 

って京都の公衆浴場業界に進出してき St家を頼

る｡⑲T.Mb氏は日末会の初代会長で たと思われ

氏の父親の母親が St家から嫁 あり⑲T.Mb

から家格という点において⑲T.入 りしていることM 

b氏は会長としてリーダーシップをとる基盤を持ってい

うかがえる｡ ⑮Y.Eb氏は姉が たことが

郡那谷村菩提 (1965 ( 嫁いだ石川県江沼

昭和 30)年に小松市に合併 して現在は小松市菩提町)出身の 

Mo氏のところを頼って京都の公衆浴場業界に進出し

る｡⑪ Y.Mn氏は安宅町出身であるが､ てい

氏の母親が日末町出身であり⑲T. ⑪Y.Mn

あることから⑲T.Mb氏を頼 Mb氏のオバで

進出している｡ つまり⑪ Y.って公衆浴場業界に

者の縁故者であることか Mn氏は日末町出身

思われる｡ ら日末会に入っていると.Ydしかし日末町出身の T

会に何故､入っていないのかは不明であ氏が日末

ムラという地縁に近い地域的範域にあるる｡小

54 学校 

学校である｡ また隣町における小学校区は日末小

学校の通学区であ りの町である佐美町も日末小

に京都府下における｡ しかし佐美町出身者も同様

市同郷団体を佐美る同郷の公衆浴場業者による都

る｡ 日末小学校の同町出身者で独 自に結成 してい

あるという｡ ここに窓会は都市同郷団体とは別に

との違いが見られるおいて都市同郷団体と同窓会

について言えば､血 であろう｡ つまり 【事例 1】

いう要因が重なると縁､地縁という要因と学縁と

いう都市同郷団体の特質を示すものころに存在する団体であると

れる｡ この点が地縁と重ならなくてであると思わ

成立する学校の同窓会との違いで も学縁だけで

るであろう｡ あると考えられ次に加賀浴友会の下位単

の会員 【事例 2】について位の団体である向友会

る｡ 1965 (昭和 40 とりあげることにす

身の公衆浴場業者に )年に主に小松市向本所町出

の活動は月に一回､より向友会は結成された｡会

行っている｡ 年中行例会と会で積み立ての貯金を

を兼ねて郷土の神社事として年に一回､秋の総会

土の温泉で一泊してである白山神社へお詣 りし郷

ち回りで郷土の寺か いる｡ 毎年 11月には各家持

ている｡ ら住職を招いて報恩講を行っ0周年また､創立 1

創立記念式典を催 している｡ ごとに郷土の温泉でさ

⑨ ⑪ ⑫区を見てみると日末



であるといえる都市同郷団体である｡ 出身地につ

いて見てみると石川県小松市向本折町であり市町

村合併により小松市に合併されるまでは石川県能

美郡苗代村字向本所という先程の日末町と同様に

自然村であったと考えられるところである (図 9

参照)｡

表 6･図 7よ り 【事例 2】においては､【事例 

1】と同様 に､血縁 ･姻戚関係､地縁 を ｢って｣

にして大阪の公衆浴場業へ進出してきたことがう

かがえる｡ 向本所町から大阪都市圏の公衆浴場業

界へ進出する一つの契機になったのは､戟前､大

阪で浴場経営をして成功 していた K.On氏が戦

時中に K.On氏の嫁の実家がある向本所町に疎

湯浅 :都市同郷団体の生成と変容

開していたことである｡戦後､向本所町に疎開し

ていた K.n氏が大阪へ戻 り､再び公衆浴場経営O

で成功すると向本所町から K.On氏 を ｢って｣

にして大阪都市圏の浴場経営に進出する人が出て

きたということである｡ ⑦E.Mo氏も大阪で公衆

浴場を経営するのに K.On氏の世話になったと
ヽ

い っ ｡

次に都市同郷団体を構成するパーソナルな社会

的ネットワークを詳細に見てみることにより都市

同郷団体における社会的ネットワークの分析をよ

り密にしていくことを試みてみる｡ 事例としては

加賀浴友会の初代会長である Y.Kg氏の自著の

ライフヒス トリーから Y.Kg氏をめぐって､出

表 7 【事例 2】向友会の会員 (向友会の総会員数は 1998年度の時点で 30名) 

①Y.Mk (小松市向本所町出身) 

②H.Id (小松市向本所町出身) 

③E.Ny (小松市向本所町出身) 
④A.Mh (小松市向本所町出身) 

⑤E.Kd (小松市向本折町出身) 

(むH .Mt (小松市向本所町出身) 

⑦E.Mt (小松市向本所町出身) 

⑧Y.Mt (小松市向本所町出身) 

⑨S.Mm (小松市向本所町出身) 

⑲T.Kb (小松市向本所町出身) 

⑪H.Tb (小松市向本折町出身) 

⑫Y.Tb (小松市向本折町出身) 

⑬S.Ms (小松市向本所町出身) 

⑭E.Td (小松市向本折町出身) 

⑮Y.Rt (小松市向本所町出身) 

⑯ S.Mk (小松市向本所町出身) 

⑰T.Mz (小松市向本所町出身) 

(∋Y.Mkの姉の婿 

(∋Y.Mkの姉の婿 

(DY.Mkの姉の婿 

②H.Idの姉の婿 

(むH .Mtの兄 

⑥H.Mtの兄 

⑦E.Mtの浴場へ釜たきに来た (⑦の父親が経営 していた時代)｡ 

(砂H .Mt ⑦E.Mt (釘Y .Mtの従姉妹の婿

⑥⑦⑧の父親と⑪の父親が知人で､それを頼って東京から大阪の浴場へ移住 

⑥E.Mtと知人であり､E.Mtの話を聞いて､E.Mtが釜たきをしていた浴場に

入る｡ 

G.N (加賀市柴山町出身)のところへ釜たきに入る｡ 

G.N (加賀市柴山町出身)の妹の婿

向本所町出身者と結婚 している Ks (不動産業)を頼って移住 

⑮Y.Rtと同じく Ksを頼って移住

小松市矢崎町出身者で向本所町出身者と結婚 している K.On (戦時中､向本折町

に疎開していた)を頼って移住

図 8 向友会会員の ｢って｣の社会的ネットワーク 
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身地である小松市矢崎町から移住 した時と同郷者

を呼び寄せた時の ｢って｣の社会的ネットワーク

を見ていくことにする｡ 

Y.Kg氏は､ 1906 (明治 39)年 8月 25日､四

男一女の二番目として石川県能美郡木津村字矢崎 

(現在の小松市矢崎町) [図9参照]に生まれる｡ 

Y.Kg氏の父母は早 くから亡 くなり (母は Y.Kg

氏が 11歳の時に､父は Y.Kg氏が 13歳の時)､

兄が家を取 り仕切っていたということである｡ 高

等小学校 2年である 14歳の時に､区長などから

の要請により､学校を退学 して役場に勤務すると

いうように都市同郷団体の結成においてリーダー

シップがとれる要素は持っていたと考えられる｡

生家は農家であったが余 り農業に熱意がなかった

兄が運輸業を始めるために京都へ移住する時に生

家は売 られた｡兄が京都へ移住 した後 Y.Kg氏

が残る土地､田畑一切を相続することになる｡ ま

た先祖の位牌 と親戚付 き合い一切 も Y.Kg氏が

本家扱いとなり生家を買った親戚 と同居 していた

という｡

【事例 3】Y.Kg氏のライフヒス トリ -

(1.｢って｣を頼って移住する段階) 

1922 (大正 11)年

叔父である④ 0.Kg氏の知人である矢崎出身の 

⑤Ⅰ.Ih氏の ｢って｣を頼って兄である① E.Kg氏

が京都へ運送店の経営に進出する｡ その(∋兄から

の呼び寄せにより Y.Kg氏は役場を辞めて⑤Ⅰ .Ih

氏の京都の運送店で働 く｡ (Y.Kg氏が相続 した

田畑は叔父である④ 0.Kg氏に世話 をしてもら

う) 

1929 (昭和 4)年 

Y.Kg氏は 1926 (大正 15)年に海軍へ徴兵さ

れ､この年に除隊する｡ Y.Kg氏は先輩などもい

る大阪で浴場経営をしたいということで大阪 (港 
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区)で浴場経営をしている⑥ N.Rn氏 (矢崎出身

であり､ Y.Kn氏とは従兄弟)を頼 り､そのもと

で公衆浴場業見習いをする｡ 

1930 (昭和 5)年 

Y.Kg氏は､従兄弟の⑦ H.Hd氏を頼って横浜

で生菓子店を経営をしていた兄から横浜で生菓子

店を経営するように横浜へ呼び寄せ られる｡ Y. 

Kg氏は横浜で生菓子店の経営 をすることとな

る｡ 兄が新店舗を開くことから､これまで使って

いた店は営業成績が良かったので弟である Y.Kg

氏にその店を譲ることにしたのである｡ しかし､ 

Y.Kg氏の店は兄の新店舗に近いことから経営の

発展が見込めなかった｡そのために 1931 (昭和 

6)年に転業を決意する｡ 撞球場に転業するが､

矢崎の伯父や叔母がとても心配し大阪に行 くよう

にとの忠言が相次いだという｡ 

1932 (昭和 7)年 

Y.Kg氏は再び浴場経営をしている従兄弟の⑥ 

N.Kn氏を頼って大阪に戻る｡ 浴場を経営するに

あたり資金面について叔父④ 0.Kg氏と相談の結

果､郷里の田畑を売却 して開業資金にすることに

決めたという｡ 足 りない分は叔父④ 0.Kg氏と従

兄弟の(むN .Kn氏から借金をする｡ 此花区にある

借 り風呂から始めるのであるが､その時､従兄弟

の⑥ N.Kn氏の知人である⑧ M.Me氏 (串町出

身)にも賃貸保証人になってもらったということ

である｡ 

(2.浴場経営で生活基盤を確立 した段階) 

1935 (昭和 10)年 

Y.Kg氏は､前年に呼び寄せていた弟 (三男)

である② S.Kg氏に福島区にある借 り風呂の世話

をし資金は郷里の田畑を売って援助する｡



1937 (昭和 12)年

家主から Y.Kg氏が借 りている浴場の明け渡

しを求められる｡ Y.Kg氏は浴場の仲介業者であ

る Ⅰ氏に相談に行 くと Ⅰ氏から西成区にある土地

付きで浴場の他に理髪店と借家二軒付 きの物件を

紹介される｡ Y.Kg氏は仲介業者の Ⅰ氏に資金面

について相談し､そこで金融業者を紹介してもら

う｡ 当時､一般銀行は浴場業などを融資の対象に

せず､また信用金庫のような金融機関もなく個人

の信用貸付がほとんどであったことから Y.Kg

氏は商店主を紹介してもらい､面接の結果､借 り

入れの了解を得たという｡ そのことにより､Y.Kg

氏は仲介業者に奨められた物件を買い取ることが

でき借金は 3年で完済できたということである｡ 

1939 (昭和 14)年

矢崎出身の( 9S.Nd氏が郷里に帰ることにな

り､誰か適当な人があれば借 りている港区にある

浴場を譲っても良いとの相談が Y.Kg氏のとこ

ろにくる｡ 横浜の兄のもとにいる弟 (四男)であ

る③ H.Kg氏を呼び寄せることにする｡ 資金面に

ついて Y.Kg氏は同じく浴場経営をしている義

父である ⑲I.Nd氏 (矢崎町出身)と同道で( 9S. 

Nd氏に敷金を貸 してくれるように懇願 し諒承を

得る｡ その浴場は仲介業者の Ⅰ氏の世話により家

主の了解がとれ､賃貸契約が結べるようになっ

た｡ また､仲介業者の T氏から此花区にあるア

パー トを買わないかという話が Y.Kg氏のとこ

ろにきて Y.Kg氏はそのアパー トを買い取るこ

とにする｡ Y.Kg氏はこれまで経営 していた西成

区にある浴場を矢崎出身の⑪ Y.Sg氏に貸 し､ Y. 

Sg氏から敷金と家賃を貰い受けることにする｡ 

Y.Kg氏は浴場経営からアパー ト経営に転業す

る｡ 翌年の 1940 (昭和 15)年に､ Y.Kg氏はさ

らに旭区にある浴場を買い取 り､その浴場を従姉

の婿である⑫ G.Ss氏 (向本折町出身)に貸 し､ 
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⑫G.Ss氏から敷金と家賃を貰い受ける｡ 

(3.戦後における生活基盤の確立)

第二次世界大戦により 1941(昭和 16)年に招

集令状が､ Y.Kg氏のところにきた｡そこで Y. 

Kg氏は此花区にあるアパー ト経営は世帯が大き

く女手では無理だと判断し､貸 している浴場を残

してアパー トを売却することにする｡ 1946 (昭和 

21)年に Y.Kg氏は帰還するが､これまでの借

り手は戦争が激 しくなったために浴場を明け渡

し､残された家族は収入が欲 しかったために止む

無 く契約書も交わさず敷金なしで別の人に浴場を

貸 していた｡そのために家賃収入は少なかった｡

その浴場の明け渡しを借 り手に求めたが交渉は難

航する｡ やがて､ Y.Kg氏は西成区にある浴場を

借 り手に売却することにする｡ 

1946 (昭和 21)年 

Y.Kg氏が､戦地から帰還 して七ケ月ほど経

ち､一時の腰掛けのつもりで門真にある浴場を借

りて浴場経営を始める｡ また間もなく､伸介業者

であ り､浴場経営者で もある IK氏から､ IK氏

の国元の者が所有 している浴場を買い取らないか

という話が Y.Kg氏のところにくる｡ その浴場

を 1947 (昭和 22)年に②弟 (三男)に開業 させ

る｡ 

1947 (昭和 22)年 

Y.Kg氏は仲介業者である T氏のところに､

浴場を購入することについて相談にいく そこで｡

紹介された生野区にある浴場を購入することに決

める｡ これまで経営していた門真にある浴場にお

ける売 り上げと西成区にある浴場の売却金に､串

町出身の⑧ M.Me氏からの融資を加えて､国元

を奔走して購入資金をつくったという｡しかし､

その購入を決めた浴場を借 りている経営者との明 
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け渡しの交渉が進捗 しなかった｡ 1948 (昭和 23)

年に､ Y.Kg氏は仲介業者の N氏に浴場の斡旋

を依頼 し､そこで布施 (現.東大阪市)にある浴

場を紹介される｡ その浴場を買い取ることに決

め､手付金を支払う｡ Y.Kg氏は購入資金の調達

に､これまで明け渡しの交渉で難航 している旭区

にある浴場を売却することにする｡ 

1948(昭和 23)年 

Y.Kg氏の布施 (現.東大阪市)にある浴場へ

の移転が決まると､ Y.Kg氏がこれまで経営して

いた門真にある浴場は営業成績が良かったことか

ら､そのまま家主に返すことは勿体無いと考えた

という｡ そこで､小松市大領中町に疎開していた

①兄を呼び寄せた｡それから半年ほど経ち､仲介

業者の N氏から住吉区にある浴場を買い取る人

はいないかと Y.Kg氏のところに話が くる｡ Y. 

Kg氏はその浴場の手付金を払い､大阪で公衆浴

場経営をすることを勧めに出身地である矢崎に向

かっている｡ そこで⑫ Z.Md (矢崎町出身)氏が 

Y.Kg氏の話を諒承し､大阪の浴場経営に進出す

る｡ このようにして Y.Kg氏は矢崎に在住 して

いる人に大阪の浴場経営-の進出を促 し三ケ月後

には矢崎出身の同業者はとても増えたという｡ 

1949 (昭和 24)年には横浜の鶴見区にいた(参弟 

(四男)である H.Kg氏を呼び寄せ､大阪で公衆

浴場を経営 している Y.Kg氏の兄弟三人が出資

し一部は無償提供 して③弟 (四男)に住吉区にあ

る浴場をもたせる｡ 

1950(昭和 25)年

仲介業者の T氏から Y.Kg氏のところに T氏

の親戚の浴場を買い取ってくれないかという話が

くる｡ そこで紹介された西成区にある浴場を買い

取 り､その浴場に移転することにする｡ これまで

経営していた布施 (現.東大阪市)にある浴場は 
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あまりにも良い浴場であったので⑲義父母の懇願

により義弟である⑭ T.Ndに貸すことにする｡

その後 Y.'Kg氏は トルコ風呂の経営 12)に乗 り

出し (1955 (昭和 30)午)､長男や次男に浴場を

持たせる (1968 (昭和 43)午)｡やがて､その浴

場も､それぞれ改築し､浴場経営に加えてマンシ

ョン経営 も行 うようになる (長男の浴場 : 1969 

(昭和 44)年 に改築､次男の浴場 : 1973 (昭和 

48)年に改築)｡ Y.Kg氏の トルコ風呂の経営は

長男が引き継ぐようになり､長男の浴場兼マンシ

ョン経営は､三男が引き継 ぐことになる｡ 長男

は､その引き継いだ トルコ風呂の経営から転業

し､テナントビルの経営へ と展開させて (1981 

(昭和 56)午)今日に至っている｡

【事例 3】より Y.Kg氏のライフヒス トリーか

ら ｢って｣の社会的ネットワークを見てみると､

血縁 ･姻戚 関係 (①兄である E.Kg､②弟 (≡

男)である S.Kg､③弟 (四男)である H.Kg､

④叔父である 0.Kg､⑥従兄弟である N.Kn､⑦

従兄弟である H.Hd､⑲義父である Ⅰ .Nd､⑫従

姉の婿である G.Ss､⑭義弟である T.Nd)､また

は地縁 (⑤Ⅰ.Ih､⑨ S.Nd､⑪ Y.Sg､⑬ Z.Md)

によって Y.Kg氏の社会的ネットワークが構成

されていることが分かる｡ Y.Kg氏が大阪に移住

して､従兄弟である(むN .Kn氏を通じて形成され

た⑥ N.Kn氏と同じく公衆浴場業者である小松

市串町出身の⑧ M.Me氏 とのつなが りや､公衆

浴場の仲介業者とのつながりなど都市に出てきて 

Y.Kg氏は新たに社会的ネットワークを形成して

いる｡ その中で Y.Kg氏は公衆浴場業に熟知 し

ていく 次第に Y.Kg氏が高収益をあげられる｡

浴場に移動 していき､移住先において生活基盤を

築 くようになる｡ また公衆浴場業界に熟知してい

る Y.Kg氏が創業資金の援助 (②③)や自己所

有の浴場を貸す (⑪⑫⑭)ことなどにより､ Y. 

Kg氏と血縁 ･姻戚関係や地縁関係にある人は大
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阪の公衆浴場業界に進出している｡ さらに Y.Kg

氏は前もって公衆浴場を購入する手付金を払うな

どの世話をして出身地である矢崎町在住者に大阪

の公衆浴場業への進出を促 している｡

事例にあげた都市同郷団体は血縁､地縁 (事例

の場合はムラという地縁)､学縁 (事例の場合は

小学校レベル)という 3つの要因が重なるところ

に存在する団体であると考えられる｡ さらに Y. 

Kg氏のライフヒス トリーからパーソナルな社会

的ネットワークの構成を見てみると大阪に移住 し

てくる時､または移住者を呼び寄せたりする社会

的ネットワークにおいても血縁 ･姻戚関係を基盤

として周辺にはムラという地縁が社会的ネットワ

ークを構成するものとして加わっていることがう

かがえる｡ その事を都市同郷団体に関して一般化

するには数多 くの事例にあたらなければならない

であろうが､ある程度の傾向はとらえられたと思

う｡ また本節でみてきた都市同郷団体における社

会的ネットワークを通して移住先の都市と出身地

域である農村との間にヒト､モノ､カネや情報､

文化を介在として都市と農村とのつながりが垣間

見られる｡

概 して都市同郷団体の中にはその構成基盤が集

落の単位から市の単位などへと範域が異なってく

るものがある｡ その要因として､まず出身地域に

おける個人の人間関係が開放的であるのか閉鎖的

であるのかによって個人の社会的ネットワークの

選択範囲は決まるのではないかということであ

る｡ つまり､そのことによって都市同郷団体の構

成基盤の単位は規定されると考えられる｡ 個人の

人間関係の範囲を決める要因として､出身地域の

自然環境 ･風土や歴史的な背景による慣習や伝

統､そこにおける交際 ･協力のありかたや合意形

成 ･要求実現のあ り方､階級 ･階層や産業の構

造､交通について考えていかなくてほならないで

あろう13)｡ 
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小 指

本稿で､対象事例とした都市移住者は農村的背

景からきた人達である｡ S.M.リブセット (1955

pp.220-208-1965pp.151-164)はカルフォルニア

州オークランド移動研究において､10代を過ご

した地域社会を､態度決定の地域社会 (community 

oforientation)とし､農村的背景からきた人たち

の場合､肉体労働に就 く人の割合が多いことを指

摘 している｡ また都市自営業においては､かって

肉体労働者や農場労働者であった人を一番多 く含

んでいるということである｡ つまり､都市自営業

は肉体労働者や初等教育のみをうけた人にとって

上昇的移動の主要な手段であり高等教育を受けた

人の場合､大規模組織の官僚制の内部で職業階梯

を上昇 していく傾向があるという｡E.リトワク 

(1960,1969)は産業化 ･官僚制化の進んだ社会

において職業移動で地理的に離れていても､親族

の紐帯の重要性は存在するということを指摘して

いる｡ 画一状況を処理するには官僚制組織によっ

て行えるが個別状況を処理するには第一次集団が

重要であるという｡ その E.リトワクの指摘から

学校や職業安定所を通した就職斡旋システムが整

備されていなく移住先において生活施設や社会福

祉政策など自治体の行財政水準が充実していない

場合を考えてみると次のように考えられるであろ

う｡ 例えば大学レベルの学縁による社会的ネット

ワークを形成している人に比べて､血縁 ･姻戚関

係や地縁のほかに新たな社会的ネットワークを持

たない都市移住者の場合は社会的ネットワークの

選択が制約されると考えられる｡ そのことから彼

らは既存の血縁 ･姻戚関係や地縁といった社会的

ネットワークを活用 しなければならないであろ

う ｡

また ｢大阪弁に馴染めず､リヤカーを引きずっ

てバンパとり 風雨日曜関係なくうろつく姿は異｡



様に映ったらしく､随分い じめに合いました｡｣ 

(加賀浴友会創立 50周年記念誌)というような方

言の問題は本稿で対象事例としてとりあげている

都市同郷団体の調査をしていてインフォーマント

からよく出てくる話である｡

つまり都市移住者が移住先で直面する方言､慣

習 ･習俗､行為の様式としての文化における出身

地域と移住先との差異によるローカリティという

問題の上に､学歴､階級 ･階層などによる一定の

機会一制約のなかにいる都市移住者による下位文

化的実践の結果が都市移住者による都市同郷団体

の結成であると考えられるのではないだろうか｡

おわりに

学校や職業安定所などを通 した就職斡旋システ

ムが整備されていないという条件で､農村から都

市へ就業移動 し､都市自営業へ参入するには出身

地域において一定の機会一制約のもとで選択でき

る社会的ネットワークによって都市移住をしなけ

ればならない｡出身地における成員の人間関係に

おける結合様式により都市移住をする際に利用で

きる社会的ネットワークは規定される｡ そのこと

による都市-の就業移動における一定の機会一制

約の結果が､今回の論稿でとりあげたように石川

県小松市､同加賀市における特定の地域の出身者

が浴場業に集中していることであると考えられ

る｡但 し加賀浴友会を通 して移住先の都市に適応

していった都市移住者の多 くは出身地域において

活用することができる親族など同郷者との社会的

ネットワークの中で､ある程度の創業資金が調達

できる人達であり公衆浴場業界への ｢って｣を持

っている人に限られてくることから階級 ･階層な

どの問題について考えて行 く必要があるだろう｡

また何故､9つの集落の出身者により加賀浴友会

が結成されたのかについては､これから考察して

いかなければならない課題である｡

湯浅 :都市同郷団体の生成と変容

次に加賀浴友会において下位単位で構成されて

いる都市同郷団体について触れる｡ 公衆浴場業の

経営に参入するのに､本稿で対象とした都市移住

者は直接､加賀浴友会に入会 したわけではない｡

つまり親族など同郷者とのパーソナルな社会的ネ

ットワークを通 して加賀浴友会を利用することが

できるようになり､公衆浴場業界に参入してきた

ものであると考えられる｡ またこのように彼らが

都市移住をした際に利用 した社会的ネットワーク

を媒介にして加賀浴友会における下位単位で構成

される都市同郷団体が生成されている｡

新たに都市同郷団体を通 して都市へ移住 してく

る者がなくなり都市移住者が移住先に適応 してい

くにつれて､都市同郷団体は全生活を包括する相

互扶助的生活支援機能を失い､次第に親睦中心の

表出的 (expressive)な面を強めてい く｡ また郷

土意識に対する世代間の差異に加えて世代が下る

につれて学歴の上昇や職種が多様になることなど

ともに､都市同郷団体以外の多数の社会的ネット

ワークを形成 し都市同郷団体へのコミットメント

が弱 くなると考えられる｡

都市一農村関係について見てみれば､加賀浴友

会は都市同業者団体という性格を持つために移住

先の都市に適応 していくために出身地域における

地縁原理を拡大していくという都市一農村関係の

相互浸透が深化 した側面が見られる｡ 郷土で春の

懇親総会や創立記念式典が行われるなど､郷土と

は親睦中心の表出的 (expressive)な意味合いで

つながっている面が強いことがうかがえる｡ 加賀

浴友会における下位単位 (集落)の都市同郷団体

においてはヒト､モノ､カネや情報､文化を介在

として､都市と母相 (出身池)とのつなが りが見

られる｡ そこには移住先である都市の条件と出身

地である農村の条件 との双方からの影響 を受け

て､都市一農村関係の相互浸透がうかがえる｡ 

1998年 5月 27日に加賀浴友会の創立 50周年 
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記念式典が石川県精一のホテルで盛大に行われ

た｡会員の加賀浴友会へのコミットメントが弱 く

なってきていると考えられるが､加賀浴友会の活

動は現在において活発な面もある｡その中で加賀

浴友会という都市同郷団体に所属することにより

親睦という意味合いの他に公衆浴場経営の面にお

いて利点があるのかどうかについて分析 していく

ことが課題としてある｡ 現在も盛大な記念式典が

行われていることから､これから研究を深めてい

く中で加賀浴友会において都市同郷団体の存在意

義が垣間見られるのではないかと筆者は考えてい

る｡

<注> 

1)米山はその視点を適正規模の地域社会を考えるう

えに有効ではないかとして､盆地底から四囲の山

地までを含む生態的連続体であ り都市 と農村を含

む都郡連続体である盆地でとらえようとしてい

る｡ 

2)鯵坂 学 (1997: 20-28)により掲載 されている 

[毎日新聞各県版 ｢ふるさと会だより｣1994年 4-

9月掲載分]を参照している｡ 

3)京都市で公衆浴場の経営をしている M 氏の話によ

れば､京都に移住 して叔父の浴場で 1ケ月程働い

て自分の浴場の経営を始めたという｡ 筆者の聞き

取 りによれば知人の浴場で 3日働いて自分の浴場

の営業を始めた人もお り､知人の浴場で 2､3ケ月

程､働いて自己の浴場の営業を始めた人もいる｡

このように資本金があれば公衆浴場経営の経験が

なくても比較的短期間で自己の浴場を経営 し始め

ている｡ 

4)日本地誌研究所 『日本地誌第 10巻富山県 ･石川県

･福井県』二宮書店 1970参照｡ 

5)H.∫.ガンス (1982)によれば､ウエス ト･エンド

に移住 してきたイタリア系移民の出身地域は､総

括的な経済構造や社会構造が相対的にほとんど変

わらなく､高度に階層化された農村社会であった

という｡ その中で､貧困下にあったものは､移住

を行う以外に貧困から逃れられなかったという｡

つまり､出身地域における 経済､社会構造の変

動があまりなく静態的 (ttcsai)であることが移住

をひきおこす要因の一つであると考えられるであ

ろう｡ 
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6)松本通晴が調査 した都市同郷団体会員の出身地で

ある富山県東砺波郡利賀村､安斎 らの調査グルー

プによる東京､阪神地区､沖縄における都市同郷

団体会員の出身地である鹿児島県加計呂麻島西阿

室､松本通晴の調査 グループによる尼崎市におけ

る都市同郷団体会員の出身地である鹿児島県甑島

など､会員の出身地域において出稼 ぎが行われて

いたことが報告 されている｡本稿で事例 としてあ

げている都市同郷団体会員の出身地域 において

も､農閑期に酒屋へ杜氏や下働 きとして､または

京阪神地方への労務者として出稼 ぎを出している

ところである｡ 

7)公衆浴場業界-進出した人の中には家屋敷地､田

畑を残 している人もいる｡また墓 も､出身地城に

所在する壇家となっている寺の墓地や共同墓地に

置いている人が多い [小松市串町にある寺の御住

職の話では壇家の人で約 8割の人が､この寺の墓

地に墓を置いているという ]｡ 
8)その目的のために次の事項 を行 うとしている｡

｢1.毎月 1回の定例集会を催 し､時事情報を交換

し業務改善の資料とします｡ 2.会員の冠婚葬祭に

ありては努めて参席 し､又は会を代表 し慶弔の意

を表します｡ 3.業務上の協議､或は紛争に当たり

てはそれが解決援助に尽 し､共存共栄の実を挙げ

ます｡ 4.金融部を設け頼母子講その他の業務を行

います｣(大阪 加賀浴友会 三十五周年記念)と

記されている｡ 

9)加賀浴友会における下位単位の団体である北友会 

(創 立 10､20､30､40)､加 賀親 友 会 (創 立 20､ 

30､40)､小 松 銀 窓 会 (創 立 10､20､30､35､ 

40)､向友会 (創立 10､20､30)において創立記

念式典または創立記念総会が郷土の近 くにある粟

津温泉､山代温泉などで催 している｡ 

10)大阪府公衆浴場業環境衛生同業組合の理事長の話

によれば､組合に加盟 している公衆浴場業者の 6

割強が石川県出身者であるとい う その出身地は｡

石川県全域に点在 してお り､加賀浴友会にも能登

互助会にも入っていない石川県出身の公衆浴場業

者もいるという｡ 

ll)京都府公衆浴場業環境衛生同業組合の副理事長 

(1997年度時点)である T氏の話によれば､組合

に加盟 している公衆浴場業者の約 7割が石川県出

身者であるということである｡副理事長である T

氏の話から､石川県出身者によって結成されてい

る都市同郷団体 として､日末会 と佐美会の他に同

じく小松市の一地域の出身者により結成されてい

る粟津会 (1997年度時点で一時休止)､矢田野会
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1


997年時点において解散寸前で名前だけを残 し をしていた人が脱退 しだ し､Y Kg氏が後 を一手

ている状態であった｡また失田野会の会員は粟津 に引 き継 ぎ､ トルコ風呂の経営を好転させる｡ 

在 していることが分かった｡ 域の市町村行政､市町村社会の特徴及び集落の形

)最初は Y.Kg氏 と小松市佐美町出身の浴場業者ら 態などを付 き合わせて考えていかな くてはならな

.

13)会の会員 も兼ねているケース もあるとい う)が存 当該地域の歴史的な地域形成のあ りかた､当該地

1
(

計 10人の共同出資で トルコ風 呂の経営 を始めた いであろう｡

が､営業成績が赤字であった｡そのうち共同出資
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付記 :本稿における調査にあた り､大阪府公衆浴場業環境衛生同業組合の理事長である西田 実氏 (1998年度時点)､

加賀浴友会会長である大音師健治氏 (1998年度時点)､同副会長の北川武志氏 (1998年度時点)､同副会長の森

高栄作氏 (1998年時点)､同総務部長である森高久雄氏 (1998年度時点)をはじめ､加賀浴友会の会員の皆様

には現在においても多大なご協力 をしていただいき､たいへん御世話になっている｡ また､京都府公衆浴場業

環境衛生同業組合の副理事長である谷本貞夫氏 (1997年度時点)､そ して事務をしておられる方々にもご協力 し

ていただき､京都で公衆浴場経営 をしておられる三ツ井ご夫妻にも多大なご協力をしていただいた｡ここに記

して謝意を表わします｡ 
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